




リンク番号リンク番号

不正指令電磁的記録に関する罪
　いわゆるコンピュータ・ウイルスの作成等の行為を処
罰するため、平成 23 年の刑法改正で設けられた。
（1）　本罪の客体
　コンピュータ・ウイルス（定義は刑法 168 条の 2第 1
項 1号）と、不正な指令の内容としては完成しているが、
そのままでは PCで動作させ得る状態にないもの（同項
2号。例えば、不正な指令を与えるプログラムのソース
コード）である。
（2）　不正指令電磁的記録作成等罪（刑法168条の2）
　本罪の客体を、正当な理由がないのに、人の電子計算
機における実行の用に供する目的で作成し、又は提供す
ることにより成立する。
（3）　不正指令電磁的記録取得等罪（刑法168条の3）
　正当な理由がないのに、人の電子計算機における実行
の用に供する目的で、本罪の客体を取得し、又は保管す
ることにより成立する。
�
電磁的記録不正作出罪・不正指令電磁的記録
供用罪（刑法161条の2）

　電磁的記録は、可視性・可読性という文書要件（ 2101）
が欠け、その不正な作出・供用行為に対して、文書偽造
罪では対処できないことから、昭和 62 年の刑法改正で
設けられた。
　本罪の客体は、人の事務処理の用に供する権利・義務
又は事実証明に関する電磁的記録（公電磁的記録〔2項〕
と私電磁的記録〔1項〕は公文書と私文書に対応する）
である。
　本罪の行為は、人の事務処理を誤らせる目的で、電磁
的記録を不正に作ること（不正作出。1項、2項）、人の
事務処理の用に供すること（供用。3項）である。
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　・�不正指令電磁的記録に関する罪（168の 2、

168の 3） 2301 ～ 2303

□�コンピュータ・システムの機能を阻害し、又はこ
れを不正に使用する犯罪として、
　・電磁的記録不正作出罪（161条の 2） 2304

　・�支払用カード電磁的記録不正作出罪等（163条
の 2） 2204
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3009 ～

　・電子計算機使用詐欺罪（246条の 2） 3512

　・電磁的記録毀棄罪（258条、259） 3710 �� 3711

その他

例
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などの様々な犯罪において、コンピュータやネット
ワークをその手段として利用したもの
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リンク番号リンク番号

文書の意義
「文書」とは、文字又はこれに代わるべき可

か

読
どく

的
てき

符
ふ

号
ごう

を用い、ある程度永続すべき状態において、ある物体上
に記載された意思又は観

かん

念
ねん

の表示であって、その表示の
内容が法律上・社会生活上重要な事項について証拠とな
り得べきものをいう。
文書は、何人の意思表示であるか、名

めい
義
ぎ
人
にん
が判断され

るものでなければならないので（大判明 43.12.20）、名
義人が明らかでないもの、名義人が特定されていないも
のは本罪の客体とならない（大判昭  3  .  7  .14）。ただし、
名義人は実在することを要しない。

偽
ぎ
造
ぞう
・変
へん
造
ぞう
の意義

「偽造」とは、文書における他人の名義を偽
いつわ
ること、

つまり、権限がないのに他人名義の文書を作成すること
（有

ゆう
形
けい
偽
ぎ

造
ぞう

）をいう。
作成権限のある者が、自己名義で内容的に真実に反す

る文書を作成した場合（無
む
形
けい
偽
ぎ

造
ぞう

）は、一定の場合以外、
処罰の対象とはならない。
「変造」とは、真正に作成された他人名義の文書・図

と

画
が

に権限なく変更を加えることである。作成権限のない
者が行う場合を有形変造といい、作成権限のある者が行
う場合を無形変造（例えば、刑法 156 条の「変造」）と
いうが、「変造」とは、一般に、有形変造のことを指す
（例えば、刑法 155 条 2 項や 159 条 2 項の「変造」）。
偽造（有形偽造）と変造（有形変造）の区別は、文書

の本質的部分に変更を加えるか否かに求められる。本質
的部分に変更を加える行為は偽造であるのに対し、非質
的部分に変更を加える行為は変造である。
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　公文書偽造等罪　

　私文書偽造等罪　

虚偽公文書作成等罪

公正証書原本不実記載等罪

還俗、犯罪不成立
　　　↓ただし
虚偽診断書等作成罪

作成権限はあるか？
（名義人と作成者と
の間の人格の同一性
はあるか？）

公文書、
私文書の
いずれか？

内容は真実か？

有形偽造

ウソ
公文書

私文書

公文書、
私文書の
いずれか？

無形偽造
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参照用のリンク番号を
付しています。

リンク番号により、参照箇所に素
早くたどり着くことができます。

重要部分は青太字に
なっています。



刑法��������������������������������������������������������������������������������������7

刑法索引���������������������������������������������������������������������������������� 310

第 1 章　刑法総論①���������������������������������������������������������������������9
1 因果関係･････････････････････････････ 10

2 不作為犯･････････････････････････････ 14

3 正当防衛、緊急避難･････････････････ 18

4
�
正当防衛、緊急避難以外の�
違法性阻却事由･･････････････････････ 22

5 責任能力･････････････････････････････ 26

6 故意、過失･･･････････････････････････ 30

7 錯誤･･････････････････････････････････ 34

第 2 章　刑法総論②��������������������������������������������������������������������39

8 未遂犯････････････････････････････････ 40

9 正犯と共犯･･･････････････････････････ 44

10 共同正犯･････････････････････････････ 48

11 教唆犯、幇助犯･･････････････････････ 52

12 共犯の錯誤等････････････････････････ 56

13 共犯と身分･･･････････････････････････ 60

14 罪数･･････････････････････････････････ 64

第 4 章　社会的法益に対する罪����������������������������������������������������87

19 放火の罪･････････････････････････････ 88

20 通貨偽造の罪････････････････････････ 92

21 文書偽造の罪････････････････････････ 96

22
�
支払用カード電磁的記録に関する�
罪等･････････････････････････････････100

23 サイバー犯罪･･･････････････････････104

第 5 章　個人的法益に対する罪�������������������������������������������������� 107

24 暴行罪、傷害の罪･･････････････････108

25 遺棄罪、逮捕・監禁罪･････････････112

26 脅迫罪、強要罪･････････････････････116

27 略取・誘拐の罪（拐取罪）･････････120

28 人身売買罪･･････････････････････････124

29 性犯罪（性的自由に対する罪）････126

30 信用及び業務に対する罪･･･････････130

31 名誉毀損罪、侮辱罪････････････････134

32 窃盗罪･･･････････････････････････････138

33
�
強盗の罪①�
（強盗罪、事後強盗罪）･････････････142

34
�
強盗の罪②�
（昏酔強盗罪、強制性交等罪等）･･･146

35 詐欺罪･･･････････････････････････････150

36 恐喝罪･･･････････････････････････････154

37 横領の罪、毀棄・隠匿の罪････････158

38 盗品等に関する罪･･････････････････162

第 3 章　国家的法益に対する罪����������������������������������������������������69

15 公務執行妨害罪･･････････････････････ 70

16 贈収賄罪･････････････････････････････ 74

17 逃走の罪･････････････････････････････ 78

18 犯人蔵匿等罪、証拠隠滅等罪･･･････ 82



刑事訴訟法���������������������������������������������������������������������� 167

刑事訴訟法索引��������������������������������������������������������������������������� 316

第 1 章　捜査の主体、捜査の開始���������������������������������������������� 169

39 捜査機関････････････････････････････170

40 告訴・告発･･････････････････････････174

41 親告罪の告訴･･･････････････････････182

42 自首、検視･･････････････････････････186

43 任意捜査････････････････････････････190

44 任意同行・取調べ･･････････････････194

第 5 章　公判���������������������������������������������������������������������������� 291

66 証拠法総論･･････････････････････････292

67 自白と補強証拠･････････････････････294

68
�
伝聞証拠排除の原則と例外①�
（総論）･･･････････････････････････････298

69
�
伝聞証拠排除の原則と例外②�
（伝聞例外）･･････････････････････････300

70 違法収集証拠の証拠能力･･･････････306

第 2 章　逮捕・勾留������������������������������������������������������������������ 199

45 通常逮捕････････････････････････････200

46 逮捕状の緊急執行･･････････････････204

47 別件逮捕、再逮捕･･････････････････208

48 緊急逮捕････････････････････････････212

49 現行犯逮捕･･････････････････････････216

50 準現行犯逮捕･･･････････････････････220

51
�
引致を受けた�
司法警察員の措置･･････････････････224

52 弁解録取書･･････････････････････････228

53 被疑者の勾留･･･････････････････････232

第 4 章　弁護人、被疑者、被告人���������������������������������������������� 275

63 弁護人の選任･･･････････････････････276

64 接見交通権･･････････････････････････282

65 接見指定････････････････････････････286

第 3 章　逮捕・勾留以外の強制捜査������������������������������������������� 237

54
�
令状による捜索・差押え①�
（令状の請求手続等）････････････････238

55
�
令状による捜索・差押え②�
（令状の提示、必要な処分等）･･････244

56
�
令状による捜索・差押え③�
（立会人、夜間執行等）･････････････248

57 令状によらない捜索・差押え･･････254

58
�
別事件の証拠物を�
発見した場合の措置････････････････258

59 身体の捜索、身体検査･････････････260

60 鑑定、鑑定留置･････････････････････264

61 領置･････････････････････････････････268

62 押収物の措置･･･････････････････････270



法令略称一覧

か 警職法 警察官職務執行法

刑訴規則 刑事訴訟規則

刑訴法 刑事訴訟法

拳銃規範 警察官等拳銃使用及び取扱い規範

国賠法 国家賠償法

国民投票法 日本国憲法の改正手続に関する法律

国民保護法 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

国公法 国家公務員法

さ 災対法 災害対策基本法

児福法 児童福祉法

銃刀法 銃砲刀剣類所持等取締法

精神保健福祉法 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

組織的犯罪処罰法 組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律

た 地公法 地方公務員法

地自法 地方自治法

通信傍受法 犯罪捜査のための通信傍受に関する法律

道交法 道路交通法

な 入管法 出入国管理及び難民認定法

は 犯捜規 犯罪捜査規範

犯罪被害給付法 犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関

する法律

風営法 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

暴力行為等処罰法 暴力行為等処罰ニ関スル法律

ま 酩酊者規制法 酒に酔つて公衆に迷惑をかける行為の防止等に関する法律



刑法

犯罪と刑罰の法、それが刑法です。



因果関係

不作為犯

正当防衛、緊急避難

正当防衛、緊急避難以外
の違法性阻却事由

責任能力

故意、過失

錯誤

section

1
★

section

2
★★

section

3
★★★

section

4

★★

section

5
★★

section

6
★★★

section

7
★★★

犯罪が成立するためには、
構成要件該当性、違法性、
有責性の要件を全て満たし
ていることが必要です。

1 ～ 2 では、構成要件該当
性に関する問題について扱
います。

3 ～ 4 では、違法性に関す
る問題について扱います。

5 ～ 7 では、有責性に関す
る問題について扱います。

1 以外は、SA・論文とも
に頻出です。しっかり対策
していきましょう。

★は重要度を表します。

刑法総論①



リンク番号

因果関係
section

1

Pick Up

結果実行行為 因果関係

CASE
甲がAを殺害しようとして毒を飲ませたが、毒が効く前に
たまたま大地震が起き、Aは家の下敷きになって死亡した。

●因果関係存否の判断

なし

なし
あ
り

あ
り

既遂

　
　
　未
遂
　
　
　

条件関係

相当因果関係

上記CASE

●なぜ因果関係の有無を判断する必要があるのか？

　甲は、殺人の実行行為を行い、Ａ死亡という結果が発生しているが、Ａ死亡
の原因は、毒を飲まされたことではなく、家屋倒壊による圧死である。

この CASE から分かるように
　殺人の実行行為とＡ死亡の結果が認められるだけでなく、さらにＡ死亡の原
因（の少なくとも1つ）が甲の実行行為にあるといえてはじめて、甲に殺人
罪の刑責を負わせることができる。これを検討するのが因果関係論である。

10



リンク番号

因果関係
因果関係とは、実行行為と結果との間に存在する原
因・結果の関係をいう。
実行行為と結果との間に因果関係が存在することによ
って、はじめて構成要件が充足され、犯罪は既遂となる
が、実行行為があっても、発生した結果との間に因果関
係がない場合には、犯罪は未遂にとどまる（未遂処罰規
定があることが前提）。
通常、因果関係が問題になるような事例は余りないが、
行為者が傷害の故意で被害者を 1度殴

おう

打
だ

したところ、た
またま被害者の脳に高度の病変があったため、当該暴行
により脳組織が崩壊し死亡した（最判昭 25.  3  .13）など、
犯罪行為時に特殊な事情が存在した場合や、犯人が被害
者に傷害を加えた後に無関係の第三者が被害者にさらに
暴行を加えた（最決平  2  .11.20）など、犯罪行為後に特
殊な事情が存在した場合に問題となる。

因果関係存否の判断
（1）　条件説
実行行為と結果との間に「あれなければこれなし（そ
の行為がなかったならばその結果が発生しなかったであ
ろう）」という条件関係が認められる限り、因果関係が
認められるとする説である。
（2）　相当因果関係説
社会生活上の経験則に照らして、通常その行為からそ
の結果が生ずることが相当であると認められる場合に因
果関係の存在を認めようとする説であり、従来の通説で
ある。条件関係が認められても、そのような結果の発生
が社会通念上異常であるというときには相当因果関係が
否定され、当該結果はその行為に基づくものではないと
される。

0101

0102

111　因果関係



リンク番号

因果関係についての判例の判断
判例は、従来、条件説を採用しているといわれてきた

（一部には、相当因果関係説を採用したとみられるもの
もあったが）。しかし、現在、行為の発生させた危険が
結果へと実現したときに因果関係が認められるとする見
解（危険現実化説）が有力であり、最近の判例にはこの
見解を採用したと思われるものが出てきている。特に被
害者の行為や第三者の行為が結果の発生に影響を及ぼし
ている事例については、条件関係の存在を前提に、具体
的事例の中で、実行行為の危険性等を重視して因果関係
の判断を行っているとされる。
（1）　犯罪行為時に特殊事情が存在した場合
○�強盗犯人が老女の顔面を布団で覆って鼻口部を圧迫す
るなどしたところ、老女に心臓疾

しっ

患
かん

があったために急
性の心臓麻痺を起こして死亡した事案

　�　被害者に心臓疾
しっ

患
かん

という特殊事情がなかったならば
致死の結果が生じず、犯人が犯行時に特殊事情がある
ことを知らなかったとしても、犯人の暴行と特殊事情
が相まって致死の結果を発生させたと認められるとし
て、因果関係を肯定した（最判昭 46.  6  .17）。

（2）　犯罪行為後に特殊事情が存在した場合
○�自動車を運転していた甲が、自転車で通行中のＡと衝
突し、自車の屋根の上にはね上げたまま走行中、これ
に気づいた同乗者乙が、Ａの身体を引きずり降ろし、
道路上に転落させ、Ａが自動車との衝突及び道路への
転落によって頭部等に傷害を負い死亡した事案

　�　乙がＡの身体を引きずり降ろす行為は通常予期でき
るものではないとして、因果関係を否定した（最決昭
42.10.24）。

○�甲がＡに暴行を加えた後、Ａを大阪南港に放置してい
たところ、何者かが更にＡを殴りつけ、これによりＡ

0103

12



リンク番号

の死期が早まった可能性があるという事案
　�　甲の暴行によりＡの死因となった傷害が形成された
場合には、仮にその後第三者により加えられた暴行に
よって死期が早められたとしても、甲の暴行とＡの死
亡との間の因果関係を肯定することができるとした
（前掲最決平  2  .11.20）。
○�甲らがＡに、深夜に公園及びマンションの一室で長時
間にわたり執

しつ

拗
よう

な暴行を加えた後、隙を見て逃げ出し
たＡが高速道路に進入し、疾走してきた自動車に衝突
され、後続の自動車に轢

れき

過
か

されて死亡した事案
　�　Ａの行動は、甲らから長時間執

しつ

拗
よう

な暴行を受けたこ
とで極度の恐怖感を抱き、必死に逃走を図る過程でと
っさに選択したものであって、その行動が、甲らの暴
行から逃れる方法として著しく不自然、不相当であっ
たとはいえないとして、甲らの暴行とＡの死亡との間
の因果関係を肯定した（最決平 15.  7  .16）。
○�甲がＡを自動車後部のトランクに押し込んで脱出不能
にし、同車を発進走行させた後に路上で停車していた
ところ、後方から自動車が追突し、トランク内のＡが
死亡した事案
　�　トランク内に人を監禁するという実行行為そのもの
の危険性の高さ、路上停車中の追突事故は稀

まれ

ではない
こと、トランク内への監禁行為によって生じた危険性
とは無関係に死亡結果が生じたのではないことから、
因果関係を肯定した（最決平 18.  3  .27）。

131　因果関係



未遂犯

正犯と共犯

共同正犯

教唆犯、幇助犯

共犯の錯誤等

共犯と身分

罪数

section

8
★★★

section

9
★★★

section

10
★★★

section

11
★★★

section

12
★★★

section

13
★

section

14
★

刑法では、単独の既遂犯が
原則として想定されていま
すが、 8 ～ 13では、それ以
外の、未遂犯や共犯につい
て扱います。
14では、罪数について扱い
ます。
14以外は、SA・論文とも
に頻出です。抽象的な議論
が多い章ではありますが、
図表等を使って知識を整理
しましょう。

★は重要度を表します。

刑法総論②



公務執行妨害罪

贈収賄罪

逃走の罪

犯人蔵匿等罪、 
証拠隠滅等罪

section

15
★★★

section

16
★

section

17
★★★

section

18

★★★

国家的法益とは、具体的に
は、国家の存立と、国家の
作用のことです。
この章では、昇任試験でも
出題の多い、国家の作用に
対する罪について扱いま
す。
特に、 15の公務執行妨害罪
は、SA・論文ともにでる
順ランキング上位の常連で
す。

★は重要度を表します。

国家的法益に対する罪



放火の罪

通貨偽造の罪

文書偽造の罪

支払用カード電磁的記録
に関する罪等

サイバー犯罪

section

19
★★

section

20
★

section

21
★★★

section

22

★

section

23
★

社会的法益とは、社会全体
に共通した利益のことで
す。
この章では、社会的法益に
対する罪のうち、昇任試験
対策に重要なテーマをピッ
クアップして扱います。
19では公衆の安全に対する
罪を、 20～ 23では公共の信
用に対する罪を扱います。
放火罪は、現住建造物等放
火罪、非現住建造物等放火
罪、建造物等以外放火罪
の、３罪を区別できること
が重要です。

★は重要度を表します。

社会的法益に対する罪



暴行罪、傷害の罪

遺棄罪、逮捕・監禁罪

脅迫罪、強要罪

略取・誘拐の罪（拐取罪）

人身売買罪

性犯罪（性的自由に対する罪）

信用及び業務に対する罪

名誉毀損罪、侮辱罪

窃盗罪

強盗の罪①（強盗罪、事後強盗罪）

強盗の罪②（昏酔強盗罪、
強制性交等罪等）

section

24
★★★

section

25
★★★

section

26
★★★

section

27
★★

section

28
★

section

29
★★★

section

30
★★★

section

31
★★

section

32
★★★

section

33
★★★

section

34

★★★

この章では、個人的法益に対
する罪を全般的に扱います。
24～ 25の前半では生命又は
身体に対する罪を、 25の後
半～ 30では自由・平穏又は
秘密に対する罪を、 31では
名誉又は信用に対する罪
を、 32～ 38では財産に対す
る罪を扱います。
特に、財産に対する罪は超
頻出といえます。
窃盗罪、強盗罪、詐欺罪
は、いずれもSA・論文と
もにでる順ランキング上位
に位置します。

★は重要度を表します。

個人的法益に対する罪

詐欺罪

恐喝罪

横領の罪、毀棄・隠匿の罪

盗品等に関する罪

section

35
★★★

section

36
★★★

section

37
★★★

section

38
★★★



刑事訴訟法

刑事訴訟法は、刑事訴訟の手続が定められ
た法です。犯罪捜査や被疑者逮捕等につい
て学びます。



捜査機関

告訴・告発

親告罪の告訴

自首、検視

任意捜査

任意同行・取調べ

section

39
★★

section

40
★★★

section

41
★★★

section

42
★★

section

43
★★★

section

44
★★★

この章では、捜査はどのよ
うな機関が主体となって進
めるのか、捜査がどのよう
にして始まるのかについて
中心的に扱います。
40の告訴・告発は、SAや
簡記論文で頻出です。 41の
親告罪の告訴も含め、整理
しておきましょう。

★は重要度を表します。

捜査の主体、捜査の開始



リンク番号

捜査機関
section

39

●司法警察員の権限

Pick Up

主なもの 留意点
通信履歴の電磁的記録の保
全要請（197Ⅲ）

○�任意捜査であるが、主体を司法警察員に限定

逮捕、差押え、記録命令付
差押え、捜索、検証、身体
検査の各令状請求（199Ⅱ、
218Ⅳ）
※�緊急逮捕状の請求は除く

○�通常逮捕状の請求は、指定司法警察員に限ら
れる（199Ⅱ、犯捜規119Ⅰ）

○�緊急逮捕状の請求は、司法巡査にも認められ
る（210）。ただし、指定司法警察員又は逮捕
に当たった警察官が望ましい（犯捜規120Ⅰ）
○�傍受令状の請求は、公安委員会指定の警視以
上の警察官等に限られる（通信傍受法4Ⅰ）

逮捕被疑者に、犯罪事実の要
旨・弁護人選任権を告知して
弁解の機会を与え、かつ、釈
放又は送致すること（203
Ⅰ、211、216）

○�逮捕には、通常逮捕のほか、緊急逮捕、現行
犯逮捕を含む（211、216）

押収物の換価処分
（仮）還付（222Ⅰ但し書）

○�危険を生じるおそれがある押収物の廃棄処分
を行う権限は、司法巡査にも認められる

代行検視（229Ⅱ） 検視は検察官の権限であるが、検察官は司法警
察員等に検視をさせることができる

告訴・告発・自首の受理
（241、245）

○�司法巡査が書面の取次ぎをすること自体は可
能であるが、告訴等の効力が生じるのは司法
警察員に書面が到達した時である

事件の送致・送付
（246、242、245）

──────────

170



リンク番号

司法警察職員
「司法警察職員」とは、警察庁及び都道府県警察の警
察官及び特別の事項について司法警察職員としての職務
を行う特定の行政庁の職員を総称したものである。
司法警察職員は、その職務の権限上、「一般司法警察
職員」と「特別司法警察職員」、縦の関係で「司法警察
員」と「司法巡査」に分けられる。警察官は、「一般司
法警察職員」に当たる。なお、本書では、一般司法警察
職員を「司法警察職員」と呼ぶことにする。
（1）　司法警察職員に共通の権限
①任意捜査
②逮捕状執行
③現行犯逮捕
④緊急逮捕
⑤令状による捜索・差押え・検証
⑥令状によらない捜索・差押え・検証

（2）　司法警察員だけの権限
①各種令状の請求
②逮捕被疑者の釈放又は送致
③告訴・告発・自首の受理
④事件の送致・送付
⑤押収物の処分
⑥代行検視
⑦検察官の命による収容状の発付

（3）　特別司法警察職員
「特別司法警察職員」とは、警察庁及び都道府県警察
の警察官以外の者で、特別の事項について司法警察職員
として捜査を行う者の総称である。
例えば、海上保安官は、「犯罪の着手」「実行行為」

「結果発生」のいずれか 1つが海上で起こった場合に捜
査権を有する。
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3902
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17139　捜査機関



リンク番号

検察官
検察官は、検察権を行使する権限を有する国家組織で

あり、独任制官庁である。
副検事は区検察庁の検察官の職のみに補せられる。
検察事務官は、検察官を補佐し、その指揮を受けて捜

査を行うが、独立した捜査権限を有せず、常に検察官の
指揮を受けて捜査を行う。

検察官と司法警察職員との関係
（1）　一般的指示権（刑訴法193条 1項）
検察官が、その管轄区域により、司法警察職員に対し

て、捜査に関し、捜査を適正にし、その他公訴の遂行を
全うするために必要な事項に関する一般的な準則を定め、
それによって捜査すべきことを指示する権限である。
例えば、「司法警察職員捜査書類様式例」についての

検事総長による一般的指示や、微罪事件の送致の特例に
ついての各検事正による一般的指示がある。
指示できる事項は、捜査を適正にし、その他公訴の遂

行を全うするために必要な事項である。
指示の相手方は、必ずしも全部の司法警察職員である

必要はないが、個々の司法警察職員を対象とすることは
許されない。
（2）　一般的指揮権（刑訴法193条 2項）
検察官が、その管轄区域により、司法警察職員に対し、

捜査の協力を求めるために行使する権限であり、検察官
自ら捜査を行うことを前提とし、これについて司法警察
職員に対して捜査の協力を求めることである。
指揮の相手方は、個々の特定の司法警察職員であって

はならず、司法警察職員は、検察官の一般的指揮権に従
う義務がある。

3905

3906

3907

172



リンク番号

（3）　補助命令権（具体的指揮権、刑訴法193条 3項）
検察官が自ら犯罪を捜査している場合において、必要
があるときに、司法警察職員を指揮して捜査の補助をさ
せる権限である。
検察官が現に特定の事件を捜査している場合に限って
認められ、検察官が捜査している事件でさえあれば、検
察官が司法警察員から送致・送付を受けた事件であると、
自ら認知した事件であると、直接検察官に告訴・告発・
自首があった事件であるとを問わない。例えば、公判係

けい

属
ぞく

中に補充捜査の必要を認めて司法警察職員に必要な捜
査をさせたり、司法警察員から送致を受けた事件につい
て、公訴提起前に必要な継続捜査を命じたりすることで
ある。
指揮の相手方は、特定の司法警察職員であり、一般司
法警察職員であっても特別司法警察職員であってもよい
が、警察法上の固有の管轄権を有しない司法警察職員を
指揮して捜査の補助をさせることは許されない。
司法警察職員は、検察官の具体的指揮権に従う義務が
あり、この場合は、独立の捜査機関としてではなく、検
察官の補助者として捜査することとなる。

3908

17339　捜査機関



通常逮捕

逮捕状の緊急執行

別件逮捕、再逮捕

緊急逮捕

現行犯逮捕

準現行犯逮捕

引致を受けた 
司法警察員の措置

弁解録取書

被疑者の勾留

section

45
★★★

section

46
★★

section

47
★★

section

48
★★★

section

49
★★★

section

50
★★★

section

51

★★★

section

52
★★★

section

53
★★★

逮捕及び勾留は、被疑者の
逃亡や罪証隠滅の防止を図
るための手段として認めて
られています。
この章で扱うテーマは全て
重要で、昇任試験頻出で
す。
特に、 45～ 46、 48～ 50を総
合的に問う、逮捕の種別に
関する問題は、SA・論文
ともに、でる順ランキング
上位に位置します。
しっかり対策していきまし
ょう。

★は重要度を表します。

逮捕・勾留



令状による捜索・差押え①
（令状の請求手続等）

令状による捜索・差押え②
（令状の提示、必要な処分等）

令状による捜索・差押え③
（立会人、夜間執行等）

令状によらない捜索・ 
差押え

別事件の証拠物を 
発見した場合の措置

身体の捜索、身体検査

鑑定、鑑定留置

領置

押収物の措置

section

54

★★★

section

55

★★★

section

56

★★★

section

57

★★★

section

58

★★★

section

59
★★★

section

60
★★

section

61
★★★

section

62
★★★

この章では、逮捕・勾留以
外の強制捜査について全般
的に扱います。
この章の内容も、逮捕・勾
留と並び、でる順ランキン
グ上位に位置します。
特に、 54～ 56の令状による
捜索・差押えは、毎年と言
ってよいほどでる順ランキ
ング首位を獲得している超
重要テーマです。必ず学習
するようにしましょう。

★は重要度を表します。

逮捕・勾留以外の強制捜査



弁護人の選任

接見交通権

接見指定

section

63
★★

section

64
★★

section

65
★★

この章では、弁護人、被疑
者、被告人に与えられてい
る権利について扱います。
余り出題が多くないところ
ではありますが、接見に関
する問題は論文での出題が
散見されます。
基本的な知識については一
通り書けるようにしておき
ましょう。

★は重要度を表します。

弁護人、被疑者、被告人



証拠法総論

自白と補強証拠

伝聞証拠排除の原則と 
例外①（総論）

伝聞証拠排除の原則と 
例外②（伝聞例外）

違法収集証拠の証拠能力

section

66
★

section

67
★★

section

68

★

section

69

★

section

70
★★

この章では、特に証拠の観
点から、公判に関するテー
マについて扱います。
全体的に抽象的でテクニカ
ルな話が多く、出題が少な
いところではありますが、
67の自白と補強証拠につい
ては出題が多くみられます
（憲法と範囲が被るところ
なので、憲法の問題として
出題されることもありま
す）。

★は重要度を表します。

公判
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